
令和７年度一般会計決算（見込み）のポイント 

 

 １ 決算規模 

  ○ 歳入    ９，４９０億２４百万円（前年度比＋２．０％） 

  ○ 歳出    ９，０６９億９５百万円（前年度比＋１．８％） 

 令和７年度は、歳入については、主に、個人県民税の増などに伴

い県税が、災害復旧に要する経費の増などに伴い国庫支出金が増と

なった。 

歳出については、主に、地方消費税市町村交付金の増などに伴い

補助費等が、災害復旧に要する経費の増などに伴い災害復旧事業費

が増となった。 

このように、歳入・歳出ともに前年度を上回った。 

                        （図１、２） 

 

 ２ 決算収支 

  ○ 実質収支    １４３億 ４百万円（⑥ １２４億４６百万円） 

  ○ 実質単年度収支  １９億４９百万円（⑥▲ ３８億７２百万円） 

 行財政運営指針に基づく歳入確保や徹底した事務の効率化な

どにより実質収支、実質単年度収支ともに黒字となっている。 

 

 ３ 決算の特徴 

  【 歳 出 】 

  ○ 人件費 

    人事委員会勧告に基づく給与改定などにより、増加 

   （前年度比＋１．１％）                  （図３） 

 

  ○ 補助費等 

    地方消費税の収入増に伴う地方消費税市町村交付金の増や、公立学校に

おける情報機器の整備に要した経費の増などにより、増加 

   （前年度比＋８．１％） 

 

  ○ 普通建設事業費 

    農産物処理加工施設等の再編集約・合理化に要する経費の増や、前年度

からの繰越額の規模の増などにより、増加（前年度比＋２．６％） 

                                （図４） 

 

  ○ 災害復旧事業費 

    令和７年８月７日からの大雨による河川などの災害復旧に要した経費の増

や、前年度からの繰越額の規模の増などにより、増加 

   （前年度比＋６４．４％）                 （図５） 



  ○ 扶助費 

    後期高齢者医療対策事業や障害児通所給付事業の増などにより、増加 

   （前年度比＋１．８％）                  （図６） 

 

  ○ 公債費 

    過去に発行した県債の償還の進行により、減少 

   （前年度比▲２．８％）                  （図７） 

 

  ○ 義務的経費 

    人件費や扶助費の増により、義務的経費（人件費、扶助費、公債費）が

増加（前年度比＋０．４％）                （図８） 

 

  【 歳 入 】 

  ○ 県税 

    課税総所得金額の増加などによる個人県民税の増及び物価高騰などに

伴う地方消費税の増などにより、増加（前年度比＋４．０％） （図９） 

 

  ○ 実質的な地方交付税（地方交付税＋臨時財政対策債） 

    国の補正予算に伴う臨時経済対策費の増などによる基準財政需要額の

増などにより、増加（前年度比＋１．６％）         （図１０） 

 

  ○ 国庫支出金 

    災害復旧事業や国の補正予算に対応した国庫支出金の増などにより、

増加（前年度比＋６．３％） 

 

  ○ 県債 

    令和７年８月７日からの大雨などの被害に係る災害復旧事業債の増な

どにより、増加（前年度比＋６．０％）           （図１１） 

 

 ４ 県債残高・基金残高 

  ○ 県債残高 

    本県独自に発行する県債の残高は、国の補正予算に対応するための防災・

減災・国土強靭化緊急対策事業債などの残高の増加により、前年度に比べ 

   ６１億５２百万円増の１兆５３９億２５百万円 

   （前年度比＋０．６％） 

    総額は、臨時財政対策債及び減収補塡債の残高の減少により、前年度に

比べ２１０億２８百万円減の１兆４，６７１億８４百万円 

   （前年度比▲１．４％）                 （図１２） 

 

  ○ 財政調整に活用可能な基金残高 

    行財政改革の取組などにより増加し、２５１億８５百万円 

   （前年度比＋０．５％）                 （図１３） 


